安全･安心・平和な社会とディーセントワークの実現を

パート･臨時労組連絡会第６回総会開催される

　全労連パート･臨時労組連絡会第６回総会が、１０月６日、東京の全労連会館で開催されました。参加者は１０単産２２地方組織から６５名。各地の活動の交流とともに一年間の運動の総括と、２００７年の課題と方針、新役員と総会アピールを確認しました。

　主催者あいさつは代表の布間きみよさん。一年間の活動に触れながら、非正規の中にも格差が生まれてきていることや、パートにもメンタルヘルスの問題が出てきている問題を取り上げました。そして、この総会でこれから先、私たちの運動がどこを目指していくかをみんなで確認し、各地の取り組みや経験を生かしながら連絡会を作り上げていきたいとあいさつしました。
　その後、全労連事務局長の小田川さんが「構造改革の中で不安定雇用労働者が増大し、格差が拡大してきた。この間の最賃･均等待遇･公務の雇い止め阻止の闘いの到達を確認したい。また、当面する臨時国会で教育基本法改悪を食い止め、安部政権に痛打を与えることが私たちの要求前進にとってきわめて大きな意味を持っていることを確認し、明日からの運動の確信としていくことを期待する」とあいさつ。
　その後、３･１０中央行動や、最賃の厚労省前行動、パート集会や各地の運動の様子をなど一年間の運動をスライドで振り返りました。そして、井筒事務局長から２００７年の運動の課題と方針の提案の後、「もう一つの日本」のDVDを見ながら昼食を取りました。

午後の討論は２３名から発言がありました。議長は建交労の角田さんと東京公務公共一般の伊藤さん。二人のご努力で、学習と最賃運動、自治体訪問、パート集会、非常勤の仲間の闘いなど、とても和気あいあいと暖かい雰囲気の中、討論がすすみました（発言は中面で）。神奈川の澤田さんから、「今年は最賃の中央行動への結集が弱かったのではないか、来年は最賃法やパート法改正問題など中央行動が必要、具体化を急いでほしい」と意見がありました。また、全労連女性部から均等法の闘いの経験から審議会対策は大事だという意見。全医労のなかまから、１２月２７日に判決を迎えることと、独立行政法人移行から３年たち、有期雇用労働者の雇い止め問題が生まれてきていることが報告され、中野、ヒルトンのたたかいとともに全医労の闘いにもパ･臨連として支援することが確認されました。国立情報学研究所非常勤職員雇い止め事件判決が各地の運動に影響を及ぼしていることが報告され、この判決を守りたいと言う意見がだされました。

井筒事務局長のまとめの後、アピール採択と役員の承認をし、最後に副代表の長岡さんから閉会あいさつ、布間代表の団結がんばろうで閉会しました。

今年一年の運動課題と取り組みの方針（要旨）
１．日本を戦争する国にしないために

　　（１）国民投票法案、教育基本法改悪に反対する取り組みを広げよう

　　　　　秋の臨時国会での国会行動

　　（２）「パート労働者と憲法」の学習を進めよう

　　（３）一斉地方選挙、参議院選挙に当たって政党･候補者への要求結集運動を取り組もう

　　

２．非正規差別は許さない！暮らしていける賃金･社会保障

・・･男女共同参画とディーセントワークの実現へ

（１）格差社会を正すたたかい　青年･女性･パートの共同の運動を広げよう

　　　秋闘で日本経団連、経済同友会への申入れを行う

　　　一斉地方選挙･参議院選挙では政党･候補者への公開質問状、要求結集運動を取り組もう
　　　０６年１２月　青年･女性･パート共同集会（シンポ）を開催します。

（２）パートタイム労働法の実効ある改正を求める運動の促進

　　　労政審雇用均等分科会への働きかけ･･･実態リポート、要請行動

　　　署名（年内は団体署名等）

（３）「最賃･均等待遇･公契約」いったいの運動

　　　　　署名を５月までに２０万筆
　　　　　自治体要請･地方議会採択運動の推進

　　　　　中央と地方の最低賃金審議会員にパート･臨時労働者の代表を

　（４）パート･臨時ではたらく仲間の実態アンケートの成功と成果の活用

　　　　　年内集約、時期春闘への活用を

　（５）次期国会で最賃法の改正を
３．労働法制の改悪に反対し、働くルールの確立を

　（１）有期労働契約の制限のために、パート法改正･均等待遇実現運動と結合させた職場討議と学習運動を広めよう
　（２）「労働契約法」と「派遣法」の改悪に反対し、労働法制中央連絡会に結集し運動を進める

　（３）派遣･請負ではたらく労働者をなかまに迎え入れ、法違反の撤廃、法制度の改善、労働条件の確立にともに奮闘しよう
　　　

４．要求実現の力をつける　仲間を増やそう、パート連絡会を作ろう

　（１）定期宣伝など職場･地域で目に見える活動を

　（２）準備会結成地方は５月までに正式結成を！次回総会までに３０地方での連絡会結成を

　（３）第１５回パート･臨時で働く仲間の交流集会の成功を

５．ヒルトン争議、中野区立保育園、国立情報学研究所非常勤裁判など非正規労働者の権利と雇用を守る闘いの支援強化（総会のなかで全医労の仲間の闘いへの支援が補強された）

★愛媛労連　パート･臨時･派遣労働者連絡会
　準備会は１年半前に。今年２月の生協パートと県労連で開催した「パートのなかまの交流会」が弾みとなって、８月５日に結成した。県労連本体として責任もって進めることと、パートのなかまが主体になって進めていきたい。１１月にパート集会。

★広島
　昨年１１月に立ち上げたが、月一度の役員会がとても楽しい。相変わらず喫茶店でお茶とケーキを食べながら、色々な職場の話をし、次はこれをやろうと盛り上がっている。介護労働者連絡会もでき、横のつながりを広げていきたい。全国交流集会も参加する前に顔合わせをする。仲良くなってから参加すると若い人とのつながりもできる。

★静岡

11月１２日の元気が出る集会で立ち上げる予定です。今、必死に役員を集めています!!

～闘いの報告と支援要請～
国立情報学研究所非常勤雇い止め裁判
「公正判決」要請署名提出
　去る１０月１３日（金）、国立情報学研究所非常勤雇い止め裁判の「公正判決」を求める要請書を東京高等裁判所民事２２部に提出しました。個人署名6432筆、団体署名514筆です。総会でもさまざまにこの事件の一審判決の重要性が語られていました。この判決を守るために、さらに署名の輪を大きく広げましょう!

～労働政策審議会雇用均等分科会報告～
今後のパートタイム労働対策に向けての論点整理案示される

厚生労働省労働政策審議会雇用均等分科会は、10月10日の第65回審議会で、改正均等法省令・指針案答申案文を座長に一任し、省令・指針案を一部修正のうえ、「概ね妥当」とする報告を労働政策審議会に答申することを確認しました。

また、「今後のパートタイム労働対策に向けての論点整理（案）」が10月4日の公益委員の会議でおこなった論点整理をへて提案されました。提案についてはホームページ参照。

10日の議論では整理項目に沿って主にパートタイム労働者の現状（前文）、労働条件の明示についての議論がおこなわれました。

経営者側吉川委員から「決められた時間だけ働けばいい、責任を持たされるのはいやだという人もいる。『能力を充分に発揮できる状況にあるとは言いがたい』という表現などでは、自由に働きたいという人を阻害するのではないか」、経営者側松井委員は「パートを余儀なくされた人の議論か、パート労働者全般を対象に議論していくのか前文は非常に重要だ」等の意見が先に出されました。これに対して公益委員からパートの多様性、全体を網羅する対処の難しさを確認した上で「議論の立て方として、原点は限りなく正社員と同じはたらき方をさせられている人。しかし対象を限った議論では不充分」「雇用形態の多様化、非自発的な非正規雇用という処遇に置かれている労働者も増えてくる中で、政府や諮問会議、経営者団体からも均衡処遇ということが指摘されている。議論は避けられない」という意見が出されました。また、労働者側鴨委員から「能力を発揮してもそれに見合った処遇がされていないのが現実。安心して働ける対策をどうするのか、基本的には、全体のパートがあまりにもひどい状況の中、底上げをどうするかということだ。パートの処遇が劣悪で、働く時間が限られている中、職場の正規職員に負担が生じて長時間労働を強いる結果となっている。均衡処遇を求める」との意見が出されました。

労働条件の明示が現行法に於いて努力義務とされていることについて、今後の在り方についての議論では、使用者側委員は明示の義務化には反対、「努力義務でも（労働条件を明示している）数字はあがってきているからこのままでいい」「いろんな義務付けが企業側にされすぎる。企業が自主的にやることを推奨すればいい」「中小企業は指針自体知らない」と議論しなくていいとの姿勢を崩さず、公益委員に「労働契約は双方納得しなければトラブルになる。紛争防止は今後の方向だ。すでに実施率が高いというのであれば義務化も必要ではないか」と反論されました。しかし、労働者側委員は契約モデルをさして「そもそも有期雇用に昇給を入れるのは無理がある」「労働者代表の意見を聞くといっても、パートの人は集まったり、代表者を選んだりすることを嫌がる」などあくまで、労働条件の明示に反対する姿勢を崩しませんでした。

次回の審議会でこれ以降の項目について議論することを確認して審議を終了しました。

次回均等分科会は23日を予定
パートの仲間は手をつなごう！


全労連　パ･臨のなかま　NO.1　　　　








新役員紹介


代表幹事


布間きみよ（生協労連）再


副代表幹事


長岡佳代子（大阪労連）再


川西　玲子（自治労連）再


伊藤　和巳（東京労連）再


事務局長	


井筒　百子（全労連）再


事務局次長


橋本のり子（生協労連）再


幹事


北畠　弥生（国公労連）再


江花　　新（自治労連）再


小松　民子（日本医労連）新


相田　伸久（神奈川労連）新


角田季代子（建交労）再


海野　　弾（ＪＭＩＵ）新


久保　桂子（東京労連）再


根本　　隆（生協労連）再


青池　香子（全労連全国一般）新


舟橋　初恵（埼労連）再


吉田　正美（全　教）再


阿部百合子（千葉労連）再


仲野　　智（福祉保育労）再


大西　玲子（全労連　女性部）新


栗原　　香（全労連）再





祝　新結成！





もうすぐ立ち上げまーす！








各地の運動


★パート１０００人デモ。「あげたりや」節、「あきまへん」コールと「やめてんか」コール（大阪）


★均等待遇学習会　ヨーロッパでも新自由主義との闘いが･･･。アメリカでも安定雇用を実現している地域があるなど発見の連続！！役員で一泊学習会も行った。（大阪）


★街宣行動定期的にやってます！


★意見陳述「年収では３倍の差になる！！」、最賃体験１週間「友達づきあいがまったくできない！酒･タバコもすえず、具合が悪くても医者にはいけない！とても人間らしいくらしはできない！（兵庫）


★１０月２２日投票の川西市長選になんと非正規のなかまが出馬した。応援したい。（兵庫）


★自治体非常勤の賃金問題　自治体非常勤と公契約の賃金･労働条件アンケートを持って自治体行動―７つの自治体で「賃金の検討を始めたい」という回答。最賃行動で５円引き上げ（神奈川）


★５月のパート集会は全国から集まっていただきありがとうございました。せめて７００円台にと最賃運動を強めている。今年６円引き上げ。ハンストもやっている１０００えんになったらどうする？と（愛知）


★最大の企画は最賃体験。中央マスコミの取材攻勢にパ･臨連の株も上がった。ひだまりの医療機関は３００人中５０人を組織している分会がある。雇い止めも撤回しているがもっと組織を増やしたい。（青森）


★毎月一度最賃宣伝。最賃体験も岩手の取り組みはまったく報道されなかった。岩手は全国的に取り残されているということを県民に知らせていきたい。（岩手）


★あきらめずに文句を言い続ければ少しずつ動くことがわかった。最賃委員に立候補し署名活動も行った。地賃傍聴では初めて委員と同じ文書が傍聴にも配られ、意見陳述の可否について目の前で審議され、却下された。（広島）


★自治体非常勤アンケートとキャラバン。２３自治体中２１自治体から回答。介護労働者連絡会も立ち上げた。（広島）


★最賃･均等待遇議会意見書採択にむけ、地域労連とともに行動。ふじみ野市と草加市で実現。地域でパート集会を開催、今年は川口、三郷、所沢。（埼玉）


★３・３ひな祭り行動で市民の注目を集めた。１分間トークなど生の声が効果的。労働局交渉でも「生活保護の人は医療費はただ。でもパートの私は医療費も社会保険料も払っているのに生活保護以下の収入です。」の声に返す言葉を失っていた。（北海道）





2006.10.16　


全労連　03-5842-5611


Eメール　part@zenroren.gr.jp





全国一般ヒルトン争議団


　昨年最高裁の不当決定が出た。その後要請さえ受けず、会うこともしなかったヒルトンだが、クリスマス宣伝や国内のヒルトンホテル、背景資本などあらゆることをした結果、やっと３・１０のときに我々の要請を受けた。ヒルトンホテルは世界に2800もあり、各地でひどいことをしている。アメリカでもUNITE　HEREなどにデモやストライキなどをやられてもギブアップしないようなところだ。しかし、この間のこちらの行動で、労組と対等に話し合わない限り解決はないということをわからせた。あと一息、来年のパート集会では争議解決の報告ができるようにしたい。





中野争議団


中野非常勤保育士雇い止め事件、おかげさまで職場復帰は至らなかったが、中野の不当性について列記をしたことについては大いに評価している。１２月２５日第１回裁判が決まっている。高裁は一回で終わる事も多いので、結審させない取り組みをしている。あらためて団体署名、個人署名のお願い。一言署名も取り組んでいるので、地域で手元になければご連絡下さればすぐ送りますのでご協力下さい。





全医労


９月２７日に結審。１２月２７日に判決言い渡し。さらに新たな雇い止めが待っている。今度の４月に３年で雇い止め。署名を各病院の院長と国にぶつけ、雇い止めを食い止めていきたい。署名へのご協力をお願いします。











